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法人事業税・法人住民税の概要

　○法人事業税の概要

　○法人住民税の概要

　注１　総務省「第23回地方法人課税のあり方等に関する検討会」（平成27年４月23日）資料より作成。
　 　２　特別法人（農協・漁協・医療法人等）については4.6％の税率が適用される（本則6.6％）。
　 　３　所得課税分の税率は年800万円を超える所得金額に適用される税率。
　 　４　税収は、平成25年度決算額（超過課税を含まない）。
　 　５　税率は、地方法人特別税等に関する暫定措置法適用後の税率であり、〔〕内の㉗については平成27
　　　　 年４月１日以後開始する事業年度から、㉘については平成28年４月１日以後開始する事業年度から
　　　　 適用される税率である。
 　　６　制限税率は標準税率の1.2倍。

資料１ 
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法人事業税・法人住民税の分割基準の概要

○ 法人事業税・法人住民税の分割基準とは

○ 法人事業税・法人住民税の分割基準（現行）

資料２ 

注 総務省「第23回地方法人課税のあり方等に関する検討会」(平成27年４月23日）資料より作成。 

・ 「事務所又は事業所」とは、「事業の必要から設けられた人的及び物的設備であって、そこで 

 継続して事業が行われる場所」とされている。 

・  法人事業税及び法人住民税の分割基準に用いられる「従業者の数」の従業者とは、「事務 

 所等に勤務すべき者で、俸給、給料、賃金、手当、賞与その他これらの性質を有する給与の 

 支払いを受けるべき者」とされている。 
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法人事業税の分割基準の主な改正経緯と都への影響額

注１　総務省「第23回地方法人課税のあり方等に関する検討会」(平成27年４月23日）資料より作成。
注２　都の影響額は、改正当時に東京都主税局が試算した額である。

資本金が１
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資料３ 

経過措置あり 
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注１　東京都主税局作成。
　 ２　所得を課税標準とする法人（特別法人を除く）の場合で、地方法人特別税を含む。

法人事業税の分割基準【製造業の場合】 資料４ 
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注１　東京都主税局作成。
　 ２　所得を課税標準とする法人（特別法人を除く）の場合で、地方法人特別税を含む。

法人事業税の分割基準【非製造業の場合】
資料５ 
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注　東京都主税局作成。

法人住民税の分割基準 資料６ 
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法人事業税における分割法人の割合

法人数の内訳 税収の内訳
（億円）

法人数の内訳 税収の内訳
（億円）

法人数の内訳 税収の内訳
（億円）

法人数の内訳 税収の内訳
（億円）

資料７ 

分割法人 

128,193 

5.2% 

県内法人 

2,333,612 

94.8% 

分割法人 

19,353 

77.6% 

県内法人 

5,602 

22.4% 

分割法人 

13,221 

56.8% 

県内法人 

10,067 

43.2% 

分割法人 

13,417 

90.6% 

県内法人 

1,395 

9.4% 

分割法人 

114,759 

4.7% 

県内法人 

2,321,016 

95.3% 

分割法人 

3,966 

49.2% 

県内法人 

4,103 

50.8% 

分割法人 

213 

7.8% 

県内法人 

2,529 

92.2% 

分割法人 

1,970 

95.0% 

県内法人 

104 

5.0% 

注１ 総務省「第23回地方法人課税のあり方等に関する検討会」(平成27年４月23日）資料より作成。 

  ２ 税収は、平成25.年度課税状況調べにおける調定額ベース。超過課税実施団体については、決算額に占める超過課税分の割合を踏まえ、 

  超過課税相当分を割り落としたもの。 
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法人事業税の所得割の税率引下げ及び外形標準課税の拡大等

　注１　総務省「第24回地方法人課税のあり方等に関する検討会」（平成27年５月26日）資料より抜粋。
　 　２　所得割の所得400万円以下、400万円超から800万円以下の税率は、比例的に措置する。
　 　　　また、所得割の税率には地方法人特別税を含む。

資料８ 
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地方創生応援税制の創設（「企業版ふるさと納税」）
資料10 

注  まち・ひと・しごと創生本部事務局、地方創生推進室「平成28年度 地方創生関連予算概算要求・税制改正要望」より抜粋。 
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不合理な偏在是正措置の都への影響 

○法人事業税の暫定措置の仕組み 

 

○地方法人税の仕組み 

 

 

 

 

 

注１ 東京都財務局「平成 27年度（2015 年度）東京都予算の概要」より抜粋。 

 ２ 金額は平成 27 年度当初予算ベース。 

資料 13 
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再分配効果の国際比較

注１　「平成21年度年次経済財政報告」（内閣府）より抜粋。
　２　表の数値は、「集中度係数」の数値である。「集中度係数」は、ジニ係数と同様の方法で算出されるが、個人の稼得所得ではなく、世帯
　　　の等価可処分所得を基に所得区分を分けている点が異なる。なお、所得等の用語の定義は"Growing Unequal?″(OECD)に基づく。

資料14 
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個人住民税の概要

項　　目 内　　　容

趣旨等 　○ 個人住民税には、市町村民税と道府県民税がある。

　○ 個人住民税は、住所を有し、かつ一定の所得を有する個人に、その者が住む

      市区町村（都道府県）が負担を求めるもの。

課税主体 　○ 賦課期日（１月１日）現在の住所地の市（区）町村及び都道府県

納税義務者

課税方式 　○ 賦課課税方式（市町村が税額を計算、確定）

課税標準 　○ （所得割）前年中の所得金額

税率 　（１） 所得割　　　　

　　　＜総合課税分＞

　　　＜分離課税分＞

　（２） 均等割　

　（３） 個人住民税均等割税率の引上げ

　　　　○ 内容　　均等割　年1,000円引上げ（都道府県分　500円、　市町村分　500円）

　　　　○ 期間　　平成26年度から平成35年度までの10年間

注　総務省ホームページ等より作成。

個人住民税 

均等割 一定の所得を有する者に定額の負担を求めるもの 

所得割 納税義務者の所得金額に応じた税額の負担を求め 
      るもの 

都道府県 市町村 合計

一 律 ４ ％ ６ ％ 10 ％

標準税率

（例） 課税長期譲渡所得金額

都道府県 市町村 合計

一 律 ２％ ３ ％ ５ ％

都道府県

市町村

1,000 円

3,000 円

標準税率（年額）

資料15 

区　　分 所得割 均等割

　①１月１日現在、市区町村・都道府県内に住所を有する個人 ○ ○

　②１月１日現在、市区町村・都道府県内に事務所、事業所又は
　　家屋敷を有する個人（①に該当する者を除く）

× ○

○ ･･･ 課税対象　　× ･･･ 課税対象外
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所得税の概要

項　　目 内　　　容

趣旨等 　○ 個人の１年間（暦年）の所得に応じて課される税

課税主体 　○ 国

納税義務者 　○ 日本国内に住所がある個人で、所得のあった者

　○ 日本国内に住所がないが、国内で生じた所得のあった者　など

課税方式
　○ 申告納税方式
     （納税者又は源泉徴収義務者の申告、年末調整により、税額を確定）

課税標準 　○ 所得金額（現年）

　　　＜総合課税分＞

税率

　　　＜分離課税分＞

    　(例)  課税長期譲渡所得金額

　　　       一律 　　15％

復興特別 　○ 納税義務者　・・・　所得税を納める義務のある者

所得税 　○ 基準所得税額

　○ 税額の計算

　
  ○ 期間　・・・　平成25年から平成49年までの25年間

注　総務省、国税庁ホームページ等より作成。

復興特別所得税額 基準所得税額 × ２．１％ ＝ 

非永住者以外
の居住者

全ての所得に対する所得税額

非永住者
国内源泉所得及び国外源泉所得のうち国内払のもの又は国内
に送金されたものに対する所得税額

国内源泉所得に対する所得税額非居住者

基準所得税額区分

居住者

資料16 

課税される所得金額 税率 控除額
　　　　　　　　　　 195万円以下 5% 　0円　
195万円を超え、330万円以下 10% 　97,500円　
330万円を超え、695万円以下 20% 　427,500円　
695万円を超え、900万円以下 23% 　636,000円　

900万円を超え、1,800万円以下 33% 　1,536,000円　
1,800万円を超え、4,000万円以下 40% 2,796,000円　

　　4,000万円超 45% 4,796,000円　
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注　財務省ホームページより作成。

個人住民税、所得税の税率構造

55%

50%

45%

43%

1,800万円 4,000万円

23%

20%

15%

10%

5%

30%

40%

195万円 330万円 695万円 900万円

33%

資料17 

税率 

課税所得 

所得税率 

＋ 

住民税率 

所得税率 

住民税率 

(一律10%) 
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所得税 個人住民税

38万円 33万円 ・本人

・生計を一にし、かつ、年間所得が38万円以下である配偶者を有する者

38万円 33万円 ・年齢が70歳未満の控除対象配偶者を有する者

48万円 38万円 ・年齢が70歳以上の控除対象配偶者を有する者

最高38万円 最高33万円
・生計を一にし、かつ、年間所得が38万円超76万円未満である配偶者を
　有し、本人の年間所得が1,000万円以下である者

・生計を一にし、かつ、年間所得が38万円以下である親族等を有する者

38万円 33万円 ・年齢が16歳以上19歳未満又は23歳以上70歳未満の扶養親族を有する者

63万円 45万円 ・年齢が19歳以上23歳未満の扶養親族を有する者

48万円 38万円 ・年齢が70歳以上の扶養親族を有する者 同居老親等加算あり

27万円 26万円
・障害者である者
・障害者である控除対象配偶者または扶養親族を有する者

40万円 30万円
・特別障害者である者
・特別障害者である控除対象配偶者または扶養親族を有する者

75万円 53万円 ・特別障害者である控除対象配偶者又は扶養親族と同居を常況としている者

27万円 26万円
・夫と死別した者で、かつ年間所得が500万円以下である者
・夫と死別または離婚した者で、かつ、扶養親族を有する者

特別寡婦加算あり

27万円 26万円
・妻と死別又は離婚をして扶養親族である子を有し、かつ、年間所得が500万
　円以下である者

27万円 26万円
・本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等で、年間所得が65万円以
　下かつ給与所得等以外が10万円以下である者
　

・住宅家財等について災害、盗難、横領による損失を生じた場合
・災害関連支出の金額がある場合

・納税者又は納税者と生計を一にする配偶者等の医療費を支払った場合 控除限度額は200万円

・社会保険料を支払った場合

・小規模企業共済掛金等を支払った場合

最高各４万円 最高各2.8万円 ・一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料を支払った場合

最高５万円 最高2.5万円 ・地震保険料を支払った場合

次のいずれか低い方の金額
 ①特定寄附金の合計
 ②年間所得金額×40%

税額控除あり ・特定寄附金を支出した場合
所得税は税額控除と
選択可能

注１　財務省ホームページ等より作成。

　２　本表の所得控除は、平成25年分の所得税及び平成26年度分の個人住民税に適用されるものである。

特
別
な
人
的
控
除

　特定扶養親族

　寡夫控除

　勤労学生控除

　扶養控除

対象

基
礎
的
な
人
的
控
除

控除額

　老人控除対象配偶者

　基礎控除

　一般の扶養親族

種類

　配偶者控除

　配偶者特別控除

　控除対象配偶者

所得控除の概要

（支払った医療費の額）－（年間所得金額）×５%

支払った社会保険料の額

　寡婦控除

次のいずれか多い方の金額
①（災害損失の金額＋災害関連支出の金額）－年間所得金額×10%
②災害関連支出の金額－５万円

　障害者控除

　老人扶養親族

備考

そ
の
他
控
除

　小規模企業共済等掛金控除

　雑損控除

　医療費控除

支払った掛金の額

　社会保険料控除

　地震保険料控除

　生命保険料控除

  寄附金控除

 （特別障害者控除）

 （同居特別障害者控除）

※10万円超の際は10万円 

-２千円 

資料18 
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諸外国における「給付付き税額控除」等

注１　東京都主税局委託調査報告「給付付き税額控除に関する調査」（三菱総合研究所）より作成。
　 ２　１C＄＝約85円、１ドル＝約88円、１ユーロ=約116円。（三菱東京ＵＦＪ銀行、2010年平均為替レートより）

 類型１ 消費課税の逆進性緩和 

 類型２ 就労促進 

 類型３ 子育て支援 
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控除税額（ユーロ）

課税所得（ユーロ）

GSTクレジット (Goods and Services Tax Credit)  （カナダ） 

勤労所得税額控除 （Earned Income Tax Credit） （アメリカ） 

所得依存複合税額控除 （Income Dependent Combination Credit）（オランダ） 

＜意義＞ 
 ・低中所得世帯の付加価値税負担の軽減を 
  目的とした直接給付制度 

 
＜概要＞ 
 ・給付額と実際の付加価値税負担額とは連動 

  しない 
 ・一世帯当たりの平均給付額・・・325Ｃ＄ 
 ・給付額の支給総額は、付加価値税収の 
  約12％ 

 ＜意義＞ 
 ・福祉サービス受給者の就労を促す 
 ・低中所得世帯の就労が拡大した場合の社会 

  保障税の負担を軽減 
 
 ＜概要＞ 

 ・控除額が所得税額を上回る場合、超過分を  
  現金給付 
 ・夫婦子2人の場合、最大5,036ドルを税額 

  控除 
 ・低中所得世帯の就労促進を目的とすること  
  から、逓増・逓減段階を設定 

 ＜意義＞ 
 ・児童を扶養する低所得者の負担の軽減 
 ・女性の就労促進 

 
 ＜概要＞ 
 ・税額控除額が所得税額を上回った場合、 

  社会保険料と相殺 
 ・就労促進及び就労時間の延長を目的として、 
  逓増段階を設定 

 ・最大1,859ユーロを税額控除 
 ・12歳以下の子どもを扶養し、課税所得が 
  4,706ユーロ超の片親か所得の低い配偶者 
  に適用 

イメージ （2010年） 

イメージ （2010年） 

イメージ （2009年） 

世帯構成に応じた
給付額

32,506C$
（約276万円）

給付額

世帯所得

控除税額（ドル） 

資料19 
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国と地方の税財源配分

○　国・地方間の財源配分（平成２５年度）

注　総務省ホームページ「地方財政関係資料」より作成。

○ 国・地方の税源配分の推移

42.3兆円 35.7兆円
〔54.2％〕 〔45.8％〕

43.6兆円 35.7兆円
〔55.0％〕 〔45.0％〕

45.4兆円 36.1兆円
〔55.7％〕 〔44.3％〕

47.5兆円 36.9兆円
〔56.3％〕 〔43.7％〕

51.5兆円 37.8兆円
〔57.6％〕 〔42.4％〕

56.0兆円 40.4兆円
〔58.1％〕 〔41.9％〕

84.4兆円

81.5兆円

79.3兆円

78.0兆円

平成27年度 96.5兆円

平成26年度 89.3兆円

地方税国税租税総額年度

平成25年度

平成24年度

平成23年度

平成22年度

資料20 

注１  総務省ホームページ「地方財政関係資料」、「地方財政要覧」((一財)地方財務協会)、財務省ホームページ「予 

  算・決算」等により作成。 

 ２ 国税には特別会計計上分及び日本専売公社納付金を含み、平成24年度までは決算額、平成25年度は実績見込額、 

  平成26年度以降は当初予算額である。地方税は、平成24年度までは決算額、平成25年度は実績見込額、平成26年度 

  は地方財政計画額に計画外税収入見込み額を加えた額、平成27年度は地方財政計画額である。 

 ３ 地方税には地方法人特別譲与税を加算し、国税からは地方法人特別税の額を控除している。 
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注　総務省「第９回地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会」(平成24年９月５日）資料より抜粋。

資料21 税率の種類 
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注１　総務省ホームページ｢地方税の概要｣により作成。

　２　福島県核燃料税条例は、平成24年12月30日をもって失効している。（平成24年度の税収は約100万円）

  ３　神奈川県臨時特例企業税条例は平成21年３月31日をもって失効しているが、法人税の更正に伴う修正

　　  申告等により、平成24年度の税収が約200万円発生している。

　４　神奈川県中井町砂利採取税条例は、平成24年５月31日をもって失効している。（平成24年度の税収は

　　  約100万円）

山砂利採取税（注５）

東京都豊島区

京都府城陽市

環境未来税

遊漁税

福岡県北九州市

東京

法
定
外
普
通
税 市

町
村
税

岐阜

空港連絡橋利用税

沖縄

核燃料等取扱税

石油価格調整税

新潟県柏崎市

　５　京都府城陽市山砂利採取税は、平成23年６月１日から法定外目的税として施行されている。

法
定
外
目
的
税

使用済核燃料税

宿泊税

乗鞍環境保全税

市
町
村
税

環境協力税 沖縄県伊是名村、伊平屋村、渡嘉敷村

山梨県富士河口湖町

全国の法定外税実施状況

実施団体

青森

茨城

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成26年４月１日現在）

道
府
県
税

区分

福井、愛媛、佐賀、島根、静岡、
鹿児島、宮城、新潟、北海道、石川

核燃料税（注２）

核燃料物質等取扱税

山北町

福岡県太宰府市

鹿児島県薩摩川内市

静岡県熱海市

大阪府泉佐野市

三重、青森、岩手、秋田、滋賀、奈良、
新潟、山口、宮城、京都、福岡、佐賀、
長崎、大分、鹿児島、熊本、宮崎、福
島、愛知、沖縄、山形、鳥取、広島、岡
山、島根、愛媛、北海道

使用済核燃料税

歴史と文化の環境税

別荘等所有税

道
府
県
税

砂利採取税（注４）

狭小住戸集合住宅税

産業廃棄物税等

・産業廃棄物税 
・産業廃棄物処理税 
・産業廃棄物埋立税 
・産業廃棄物処分場税 
・産業廃棄物減量税 
・循環資源利用促進税 

（注３） 

資料23 
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　注　「地方税　平成27年度４月号」（地方財務協会）より作成。

　注　総務省ホームページ「法定外税の概要」より作成。

法定外税導入の時期 

法定外税の件数及び税収額の推移 

資料24 

（年度） 道府県税 市町村税 道府県税 市町村税 道府県税 市町村税 道府県税 市町村税
昭和43年 1
昭和47年 1
昭和51年 1 1
昭和53年 2
昭和54年 1
昭和55年 2
昭和57年 1
昭和58年 2
昭和59年 1
昭和63年 1
平成３年 1
平成４年 1
平成13年 1
平成14年 1 1
平成15年 2 7 1 1 1
平成16年 3 1
平成17年 10 1
平成18年 5
平成19年 1
平成20年 1
平成23年 1
平成24年 1

計 12 2 27 1 1 9 2 1

環境関連 その他核燃料関連 産業廃棄物関連
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注　平成25年度までは決算額、平成26年度は補正後予算額、平成27年度は当初予算額である。

宿泊税の概要

区 分

目的等

納税義務者

課税免除

具 体 的 内 容

　国際都市東京の魅力を高めるとともに、観光の振興を図る施策に要する費用
に充てるため、ホテル又は旅館の宿泊者に一定の負担を求める法定外目的税と
して創設

　都内のホテル又は旅館の宿泊者

実施時期 　平成14年10月１日

宿泊税の都税収入額の推移

　宿泊料金１人１泊　１万円未満の宿泊

　宿泊料金１人１泊　１万円以上１万５千円未満の宿泊　　・・・100円
　宿泊料金１人１泊　１万５千円以上の宿泊　　　　　　　　　・・・200円

税率

徴収方法 　ホテル又は旅館による特別徴収　　　　　

税収使途 　国際都市東京の魅力を高めるとともに、観光の振興を図る施策に要する費用

496 
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（単位：百万円） 
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